
 

Okta Identity Cloud ベーシックサポート・サービス利用規約（以下「本規約」といいます。）は、Okta, Inc.

（以下「Okta 社」といいます。）が提供するオンラインサービスである「Okta Identity Cloud」（以下「本オン

ラインサービス」といいます。）に関して株式会社日立ソリューションズ（以下「当社」といいます。）が提供す

るサポート・サービス（以下「本サービス」といいます。）の利用条件を定めるものです。本サービスの利用を希

望するお客様は、別途当社所定の利用申込書（以下「利用申込書」といいます。）を当社又は本サービスの販売を

行う第三者（以下「パートナー」といいます。）に提出するものとします。当社が利用申込書に基づく申込みを審

査・承認したときに、お客様と当社との間で本サービスに関する利用契約（本規約、サービス仕様書、その他本

サービスに関して当社がお客様に直接又は間接的に提供する書面に記載された定めを含み、以下「本利用契約」と

いいます。）が成立するものとします。 

当社はいつでも予告なく本利用契約の内容を変更することができ、変更内容は変更日から効力が生じるものと

します。変更日以降もお客様が本サービスの利用を継続する場合には、お客様は当該変更に承認したものとみな

します。 

 

（本サービスの内容） 

第１条 当社は、本利用契約の定めに従い、本サービスを提供します。 

２．本規約、サービス仕様書、その他本サービスに関して当社がお客様に直接又は間接的に提供する書面の内

容が異なる場合には、直接又は間接的に提供する書面、サービス仕様書、本規約の順に優先するものとしま

す。 

 

（担当者の指定等） 

第２条 お客様は、次の各号の事項を実施するものとします。なお、当社は、これに要する費用を一切負担しませ

ん。 

（１）本サービスの利用にかかるお客様の担当者（以下「担当者」といいます。）を定めること。 

（２）担当者の氏名等必要事項をサポートサイトに登録すること。また、その内容に変更が生じた場合は、直

ちに所定の変更手続きを行うこと。 

（３）当社に本サービスの提供を依頼する場合には、担当者にこれを行わせること。 

 

（通信回線を通じた本サービス） 

第３条 お客様は、通信回線を通じて本サービスを受ける場合、前条に規定する事項に加え、当社が別途定める本

サービスに必要な通信回線及び機器を事前に準備し、システムの環境設定を行うこととします。なお、当社

は、これに要する費用及び当該通信回線等に係る料金を一切負担しません。 

 

（第三者への委託） 

第４条 当社は、本サービスの遂行を必要に応じ第三者に委託することができます。 

 

（資料等） 

第５条 お客様は、当社が本サービスを提供するに当たり必要と判断し、その提供を要求した図面、資料その他の

技術情報（以下「資料等」といいます。）をお客様の負担と責任において当社に指定する方法により当社に

提供します。 
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２．当社は、前項の資料等を、問題解決の支援を遂行する目的にのみ使用するとともに、当社の同種の資料に

対すると同等の注意配慮をもって取り扱うものとします。 

３．お客様は、第１項の規定に従い当社に提供する資料等が第三者のいかなる権利も侵害していないことを保

証します。 

４．本利用契約に基づきお客様から当社に提供された資料等の正確性、有用性等について、当社は、確認、検

証の義務その他何らの責任を負いません。 

 

（本サービスの遂行に係る責任） 

第６条 本サービスの遂行に係る当社の責任は、善良なる管理者の注意をもって本サービスを遂行することに限

られます。ただし、乙は、本サービスの提供により、本オンラインサービスが、エラーや中断なく稼動する

こと、エラーが補正されること及びその他の問題が解決されることを保証するものではありません。 

２．当社は、前項本文に明示される場合を除き、本サービスについて、その完全性、確実性、有用性、特定目

的への適合性、第三者の権利の非侵害性を含みますがこれらに限定されないいかなる明示又は黙示の保証も

行わないものとします。 

 

（責任の範囲） 

第７条 当社は、本利用契約に定めるもののほか、本サービスに関してお客様に対しては何らの責任も負わない

ものとします。 

２．本利用契約に関してお客様に損害が生じた場合、お客様、パートナー及び当社にて協議するものとします。

ただし、いかなる場合でも当社の負う損害賠償債務の累計総額は、債務不履行、契約不適合、不当利得、不

法行為その他請求原因の如何にかかわらず、当該損害の直接の原因となった本サービスに関する対価のうち、

次の各号の額を上限とし、当社の責めに帰することができない事由から生じた損害、当社が予見すべきであっ

たか否かを問わず特別の事情から生じた損害及び逸失利益については、当社は、賠償責任を負わないものと

します。 

（１）損害発生の原因となった事由が生じた日が属する月の前月から過去１２か月間に発生した、当該損害

の直接の原因となった本サービスに関するパートナーから当社に支払われた月額料金の合計額を１２で

除した額 

（２）損害発生の直接の原因となった本サービスの利用開始月から、損害発生の原因となった事由が生じた

日が属する月の前月までの期間が１２か月に満たない場合は、当該期間における当該本サービスに関す

るパートナーから当社に支払われた月額料金の１か月あたりの平均額 

（３）損害発生の直接の原因となった本サービスの利用開始月に当該損害の原因となった事由が生じた場合

は、当該損害の原因となった事由が生じた日までに発生した当該本サービスに関するパートナーから当

社に支払 われた月額料金の１日あたりの平均額 （月額料金が固定制の場合は、日割り計算により算

出するものとします。）に３０を乗じた額 

 

（本サービスの対価） 

第８条 お客様は、本サービスの対価をパートナーに対して支払います。 

 

（秘密情報の取扱い） 

第９条 お客様及び当社は、次項の方法により、相手方から秘密と指定して開示（直接開示された情報のみなら

ず、パートナーを介して開示された情報を含みます。）された情報（以下「秘密情報」といいます。）を、

次の各号の規定に従い取り扱うものとします。 

（１）秘密に保持するものとし、事前に相手方の書面による承諾を得ることなく第三者に開示しないこと。た

だし、当社は、事前にお客様の承諾を得ることなく、お客様から受領した秘密情報を Okta 社、パートナー

及び第４条に基づき本サービスの遂行を委託する第三者に対して開示することができます。 

（２）本利用契約の目的の範囲内でのみ使用、複製及び改変すること。 

（３）本利用契約の終了後速やかに相手方に返却又は自らの責任で消却すること（秘密情報の複製物及び改

変物も同様とします。）。 



２．お客様及び当社は、前項に規定する秘密情報としての取扱いを要する情報を相手方に開示する場合、次の

各号に定める方法によりこれを行うものとします。 

（１）文書で提供する場合、その文書上に、「Confidential」等秘密である旨を表示して相手方に提供するこ

と。 

（２）記録媒体で提供する場合、当該記録媒体の表面上に前号の表示を付すとともに、当該記録媒体に電磁的

方式（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式をいいます。以下

同様とします。）により前号の表示を記録することが技術的に可能な場合は、電磁的方式により前号の表

示を記録し、相手方に提供すること。 

（３）口頭で開示する場合、開示の際、当該情報が秘密情報としての取扱いを要するものである旨を相手方に

告げ、当該口頭による開示後１４日以内に、前２号に規定するいずれかの方法により相手方に提供する

こと。 

３．本条第１項の規定は、次の各号のいずれかに該当する情報には適用されないものとします。 

（１）相手方から開示される前に既に受領当事者が保有していた情報 

（２）相手方から開示された秘密情報によることなく、受領当事者が独自に開発した情報 

（３）公知の情報 

（４）受領当事者が秘密保持義務を負うことなく第三者から正当に入手した情報 

４．本条第１項及び前項の規定は、秘密情報ごとに、受領当事者が相手方から当該秘密情報を受領した日より

１年間適用されるものとします。 

 

（輸出等の処置） 

第１０条 お客様は、本利用契約に関して当社より提供された物（有体物に限らず、情報等の無体物も含み、ま

た、当社が直接お客様に提供した物のみならず、パートナーを介して提供した物も含み、以下「当社提供物」と

いいます。）の全部若しくは一部を単独で、又は他の製品と組み合わせ、若しくは他の製品の一部として、直接

又は間接に次の各号に該当する取扱いをする場合、お客様は、「外国為替及び外国貿易法」の規制及び米国輸出

管理規則等外国の輸出関連法規を確認の上、必要な手続をとるものとします。 

（１）輸出するとき。 

（２）海外へ持ち出すとき。 

（３）非居住者へ提供し、又は使用させるとき。 

（４）前３号に規定するもののほか、「外国為替及び外国貿易法」又は外国の輸出関連法規に定めがあると

き。 

 

（過怠約款） 

第１１条 お客様が次の各号の事項のいずれかに該当する場合には、お客様は、当然当社に対する全債務（手形債

務を含みます。）の期限の利益を喪失し、当社は、何らの催告を要しないで本利用契約の全部若しくは一部を解

除することができ、又は解除しないで一時に債務残額全部の履行をお客様に求め、その完済までの間、本サービ

スを停止することができます。 

（１）当社又は第三者に振り出した手形又は小切手が不渡りとなったとき。 

（２）第三者から差押え、仮差押え、仮処分、競売、破産手続開始、再生手続開始又は更生手続開始等の申立

てを受けたとき。 

（３）自ら破産手続開始、再生手続開始若しくは更生手続開始の申立てをしたとき又は清算に入ったとき。 

（４）支払を停止したとき。 

（５）監督官庁から営業の許可取消処分又は停止処分を受けたとき。 

（６）当社若しくは第三者に債務の履行猶予の申出を行い、又は債権者集会の招集準備、主要資産の処分の準

備その他債務履行が困難と認められる事由が生じたとき。 

（７）自己の責めに帰すべき事由により本利用契約に違反し、当社が相当な期間を定めて催告をしたにもか

かわらず、当該期間内に当該違反が是正されないとき。 

 

 



（暴力団等の排除） 

第１２条 お客様及び当社は、現時点及び将来にわたって、自己が次の各号のいずれにも該当しないことを表明

し、又は確約します。 

（１）暴力団、暴力団員、暴力団準構成員、暴力団関係企業、総会屋、社会運動等標ぼうゴロ、特殊知能暴力

集団その他これらに準ずる者（以下総称して「反社会的勢力」といいます。）であること、又は反社会的

勢力であったこと。 

（２）反社会的勢力が経営を支配していること。 

（３）代表者、責任者又は経営に実質的に関与している者が反社会的勢力であること。 

（４）自己又は第三者の不正の利益を図る目的をもってするなど反社会的勢力を利用していると認められる

関係を有すること。 

（５）反社会的勢力に対して資金等を提供し、又は便宜を図るなど反社会的勢力に利益を供与していると認

められる関係を有すること。 

（６）反社会的勢力と密接に交際をするなど社会的に非難されるべき関係を有すること。 

（７）暴力的又は法的な責任を超えた不当な要求行為を行うこと。 

（８）取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為を行うこと。 

（９）風説を流布し、又は偽計若しくは威力を用いて、相手方の信用を毀損し、又は相手方の業務を妨害する

行為を行うこと。 

２．お客様及び当社は、自己が本利用契約の履行のために用いる者（個人か法人かを問わず、数次の取引先等

第三者を介して用いる者を含み、以下総称して「履行補助者」といいます。）が前項各号のいずれかに該当

した場合には、本利用契約の履行に係る当該履行補助者との契約の解除その他の必要な措置を講じることを

確約します。 

３．お客様又は当社が前２項の表明又は確約のいずれかに違反した場合には、相手方は通知その他の手続を要

しないで、本利用契約の全部又は一部を解除することができ、解除により生じた損害の賠償を違反者に請求

できるものとします。また、係る解除により違反者に生じた損害について、相手方は賠償義務を負わないも

のとします。 

 

（契約期間） 

第１３条 本利用契約の有効期間は、お客様の本オンラインサービスの利用期間に準じます。 

 

（存続条項） 

第１４条 本利用契約の終了後も第６条、第７条、第９条第４項、第１０条、第１２条、本条及び第１６条の規定

は、有効に存続するものとします。 

 

（法令等の遵守） 

第１５条 お客様及び当社は、本利用契約の履行に関し、法令等の定めを遵守するものとします。 

 

（管轄裁判所） 

第１６条 本利用契約に関する一切の紛争については、東京地方裁判所のみを第一審の専属的合意管轄裁判所と

して処理するものとします。 

 

（協議） 

第１７条 本利用契約の履行について疑義を生じた事項及び本利用契約に定めのない事項については、お客様当

社双方で協議し、円満に解決を図るものとします。 

 

 

以上 


